
１．事業の成果

【大学等情報収集・普及事業】

【大学等経営改善支援事業―ガバナンス委員会―】

　　

【大学等経営改善支援事業―人事報酬制度委員会―】

【大学等経営改善支援事業―財務戦略委員会ー】

　　

【大学等評価事業】

　　

　　

当委員会の主要施策テーマ「学校法人会計基準改正と情報開示の研究」及び「財務戦略」に
ついてそれぞれに講演会・セミナーを通じ、会員への啓蒙を図った。会計基準については、
学校法人会計の一部改定を受け、その具体的な取組み・対策について実践的セミナーを開
催、また、財務戦略としては、資産運用を中心テーマとして一連のセミナー・勉強会を開
催、同専門家の育成に向けた対策に着手した。特に、当年度より３部会を「財務戦略部会」
として一元化し、向こう１年６回シリーズとして勉強会を実施、人的育成のための研修を開
始した。

前年度（１６年度）、３部会（「ガバナンス部会」「戦略的会計部会」「ＳＲ部会」）の研
究成果を中間報告として公開した「大学経営強化に向けたガバナンスの提案」「学校法人の
管理会計」「大学の社会的責任（ＵＳＲ）を考える」「学校法人の個人情報リスク」につい
て、それぞれの部会により最終報告を取りまとめ中。大学ガバナンスの先駆的経営者として
評価の高い立命館大学／理事長・川本八郎氏による講演会を実施、多くの会員がその実践的
経営手法に大いなる教訓を得た。先年度実施の「ＵＳＲアンケート」結果については、月刊
誌「国民生活」（独立行政法人国民生活センター）にも紹介され、人口減少社会における大
学の社会的責任論への示唆となった。

当委員会では、①各大学の個性を尊重し、質的向上のための改革努力を促すものであること②大学
の規模の差や既存評価にとらわれないこと③経営体制・財務基盤に十分な配慮がされること④既存
の認証評価機関とは一線を画し、重点的な評価方法を指向すること－を掲げ、認証評価機関型との
路線の違いを基本スタンスとしたが、今年度はとりわけ｢教育力｣を重点に取組みを図った。５～６
月にかけ、「卒業生による大学評価」として全国規模による予備調査を実施、同調査結果を基に会
員相互による協議・検討を実施。同調査結果をベンチマークとし、今後、個別大学による同様調査
の実施により各大学の教育の改革・改善への活用化を図ることとした。併せ、上記個別調査は、当
協会の受託業務として事業化を開始した。同調査結果については､「東洋経済」「日経新聞」にも
掲載されたが、特に日経「教育」に特集記事化されたことから大きな反響を得たが、その一つが経
済産業省「社会人基礎力に関する研究会」からの協働化の動きへと発展した。
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設立後３年を経過し､各界から新たな役員を迎え組織体制の充実を図り、協会としての本格
的な対外活動を開始した。特に、塩川最高顧問と会員大学理事長・学長懇談会において、税
制改正に向けた意見集約を図った。これを機に、塩川最高顧問並びに宮内理事長のリーダー
シップにより、中長期的展望に立った私学助成に対する要望を政府関係機関へ提出準備中で
ある。また、経済産業省との連携により「社会人基礎力」の啓蒙・実践に向けた初動活動を
スタートさせた。プレスセンタービルを拠点としたことにより、新聞･雑誌各社との情報交
換、また提言等の広報活動機会、記事掲載頻度も大幅に増大し、協会の社会的認知度アップ
に貢献大となった。

前年度における報告書「日本の大学における教育体系―職員の能力開発」、「給与・厚生関
連業務に関するアウトソ―シング料金試算書」また、アンケート報告書「人事業務のアウト
ソーシングに関するアンケート調査集計結果」について報告会を開催、またホームページに
も公表。人事給与制度改革ワーキンググループでは、大学教員の評価・報酬制度構築上の課
題把握に向け数大学からヒアリングを実施、本調査実施の準備・検討に入った。
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２．事業の実施に関する事項

（特定非営利活動に係る事業）

２回

研究会開催 ２回 事務局会議室他 ４０名

セミナー開催 １回

講演会・勉強会開催１回

研究会開催 ５回 　７５名

研究会開催 ２回 明治大学 　２６名

個別大学説明会 ２回 青山学院会議室 　４０名

東洋大学他

合　　　計 4,341

３名

１２０名

2,683

会員及び高
等教育に関
心を持つ一
般市民、団
体・企業

講演会・研究会
開催

ホームページによ
る広報
資料の購入・配布

随時
法人の事務所

早大・日本橋
キャンパス
他都内会場

１回
中大・後楽園
キャンパス

情報収集
・普及事業

３７名

会員及び高
等教育に関
心を持つ一
般市民、団
体・企業

187
大学経営改善
支援事業
（ガバナンス）

84

会員及び高
等教育に関
心を持つ一
般市民、団
体・企業

日本教育会館
　
９０名

大学経営改善
支援事業
（人事報酬）

研究報告会開催

大学経営改善
支援事業
（財務戦略）

416

会員及び高
等教育に関
心を持つ一
般市民、団
体・企業

早大・日本橋
キャンパス

　
２３８名

青山学院会議室
他都内会場

971

会員及び高
等教育に関
心を持つ一
般市民、団
体・企業

早大・日本橋
キャンパス

大学等評価事業

セミナー開催 ２回 １３３名

支出額
（千円）

受益対象者の
範囲及び人数

従業者
の人数

実施場所
実施日
時

内容事業名

講演会 １回
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